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羽村市の概要・産業の現状

Ⅰ　羽村市の概要

資料７ 



　羽村市は、都心部から西に約45㎞、武蔵野台地の一角、多摩
川の河岸段丘上に位置している。　

　青梅市、福生市、あきる野市、瑞穂町に接しており、その広
さは、東西に4.23㎞、南北に3.27㎞、行政面積は9.90㎢と
なっている。行政面積の一部約0.417㎢を米軍横田基地が占め
ている。行政面積は、日本で７番目、都内で３番目に小さい市
となっている。

人口

総数 性別 うち外国人人数 性別

53,955 人
男性 27,313 人　

2,245 人
男性 1,141 人

女性 26,642 人 女性 1,104 人

年少人口 5,685 人 （10.5％） 総数に占める外国人の割合　4.2％

生産年齢人口 33,622 人 （62.3％）

老年人口 14,648 人 （27.1％）

※年少人口：14歳以下、生産年齢人口：15～64歳、老年人口：65歳以上

世帯

世帯数 うち外国人世帯数

26,982 世帯 1,357 世帯

人口密度 約 5,450 人／㎢
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位置・地勢

人口・世帯・人口密度（令和8年1月1日現在）

資料：住民基本台帳人口 



　羽村市の総人口（住民基本台帳ベース）は、平成22年の57,772人をピークに減少しており、
令和8年1月1日現在、53,955人となっている。。
　年齢別の人口割合を見ると、年少人口（０～14歳）及び生産年齢人口（15～64歳）が減少し、
老年人口（65歳以上）が増加している。

（１）人口推移（平成29年～令和8年）
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人口の動態



　外国人住民の数の推移を見ると、増加傾向にあり、
令和8年では2,245人となっている。
　また、総人口に占める外国人比率も増加傾向となって
おり、令和８年では4.2％となっている。

　令和７年の外国人住民の国籍別の状況を見ると、
「ベトナム」が393人であり、次いで「フィリピン」が
296人、「ネパール」が233人となっている。

（2）外国人住民数の推移
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人口の動態



① 歳入決算額（普通会計）の推移

　平成27年度から令和６年度の普通会計における歳入
決算額は、令和２年度の新型コロナウイルス感染症対
策に伴う国庫支出金等の影響によって一時的に増加し
たものの、以降は270億円前後で推移している。
　令和２年度を除き、各年度とも市税収入の額が大き
な割合を占めており、次いで国庫支出金となっている。　

② 市税決算額の推移

　市の歳入で大きな割合を占める市税決算額（普通
会計）の推移を見ると、少子高齢化や人口減少の影
響により、市税は緩やかな減少傾向にある。
市民税（個人分）及び固定資産税は年度により増減
があるものの、おおむね横ばいで推移してきた。
　市民税（法人分）は変動が大きく、平成27年度の
12億円から令和2年度以降は4～5億円で推移してい
る。　
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財政状況の推移

資料　決算カード（各年度）※令和６年は東京都総務局　区市町村行財政

図表　歳入決算額（普通会計）の推移
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資料　決算カード（各年度）※令和６年は東京都総務局　区市町村行財政）

図表　市税決算額（普通会計）の推移
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③ 歳出決算額（普通会計）の推移

　平成27年度から令和６年度の普通
会計歳出決算額は、令和２年度に新
型コロナウイルス対策による特別定
額給付金などの影響で急増したが、
令和３年は約250億円と平年と同様
の水準となっている。
　歳出内訳では扶助費が増加傾向に
あり、高齢化に伴う介護サービス利
用者の増加や生活保護費、児童福祉
関連経費、医療費助成制度の拡充等
が主な要因と考えられる。　

財政状況の推移

資料　決算カード（各年度）※令和６年は東京都総務局　区市町村行財政）

図表　歳出決算額（普通会計）推移
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繰出金 積立金・投資・出資・貸付金 補助費等

維持補修費 物件費 投資的経費

公債費 扶助費 人件費

合計

（単位：百万円）

平成27 平成28 平成29 平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和６

11,004 11,195 11,467 11,541 11,716 12,193 13,601 12,801 13,348 13,820

人件費 3,408 3,406 3,361 3,451 3,402 3,584 3,712 3,664 3,671 3,806

扶助費 6,391 6,596 6,946 6,966 7,317 7,616 8,930 8,131 8,674 8,993

公債費 1,206 1,193 1,161 1,123 998 994 959 1,007 1,003 1,021

1,416 2,249 1,797 1,874 1,495 1,783 1,014 1,315 1,567 1,709

普通建設事業費 1,416 2,249 1,797 1,874 1,470 1,783 1,014 1,315 1,567 1,709

災害復旧事業 0 0 0 0 25 0 0 0 0 0
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資料　決算カード（各年度）※令和６年は東京都総務局　区市町村行財政）

投資的経費

繰出金

合計

物件費

維持補修費

補助費等

積立金
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図表　性質別歳出決算額（普通会計）推移

義務的経費
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④ 主要財政指標の推移

　財政力指数は、平成30年以降1.0を下回っている。
　実質収支比率は令和２年度以降、10％台前後で推移している。
　経常収支比率は、令和３年度以降は90.0％台で推移している。
　公債費負担比率は令和３年度以降、6.0％前後で推移している。　

＜指標の説明＞
財政力指数：自治体の基準財政収入額を基準財政需要額で割った指数のこと。

  一般に、1.0を下回ると普通交付税の交付団体となる。
実質収支比率：標準的な財政規模に対する実質収支の割合を示す指標で、財政運営の健全性を測るもの。
経常収支比率：経常的な収入に対する経常的な経費の割合を示す指標で、財政の弾力性を表すもの。

  一般に、数値が高いほど財政の硬直化が進んでいるとされる。
公債費負担比率：標準財政規模に対する公債費（元利償還金等）の割合を示す指標で、将来負担の大きさを測るもの。

  一般に、数値が高いほど財政負担が重いとされる。

財政状況の推移

（単位：％）

平成27 平成28 平成29 平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和６

財政力指数 0.985 1.009 1.017 0.999 0.986 0.980 0.963 0.943 0.930 0.925

実質収支比率 5.8 4.0 5.4 5.1 6.2 9.2 12.4 10.5 8.8 9.8

経常収支比率 96.7 103.5 105.8 100.7 102.6 100.2 91.4 95.6 98.5 94.5

公債費負担比率 8.0 7.8 7.8 7.7 6.9 6.6 5.9 5.9 5.8 6.0

資料　決算カード（各年度）※令和６年は東京都総務局　区市町村行財政）

図表　主要財政指標の推移
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⑤ 多摩地域26市の主要財政指標

　令和５年度の羽村市の主要財政指標
を多摩地域26市と比較すると、財政力
指数は町田市に次いで12番目に高く、
経常収支比率はあきる野市に次いで４
番目に高くなっている。
　公債費負担比率は、国分寺市と並ん
で９番目に低くなっている。
　義務的経費比率は、三鷹市に次いで
８番目に高くなっており、投資的経費
比率は、東久留米市と並んで10番目に
低くなっている。　

＜指標の説明＞
義務的経費比率

　法令やその性質により、支出が義務付
けられている人件費、扶助費、公債費の
歳出総額に占める割合をいい、数値が高
いほど財政の硬直化を示している。

投資的経費比率
　支出の効果が最終的に資本形成に向け
られる普通建設事業費、災害復旧事業費、
失業対策事業費の歳出総額に占める割合
をいい、数値が高いほど歳出の自由度が
増しているといえる。

※財政力指数は、過去3年間平均値

財政状況の推移

（単位：％）

市名 財政力指数
実質収支比率

（％）
経常収支比率

（％）
公債費負担比率

（％）
義務的経費比率

（％）
投資的経費比率

（％）

武蔵野市 1.507 6.7 79.5 2.4 40.9 7.5

府中市 1.210 4.4 86.2 4.8 41.7 13.8

調布市 1.183 8.3 89.4 5.4 45.4 8.2

立川市 1.158 9.3 85.1 4.9 49.3 10.1

多摩市 1.125 6.7 87.8 5.1 47.6 3.9

三鷹市 1.124 5.2 89.4 7.6 51.9 5.5

国分寺市 1.033 6.9 95.7 5.8 44.7 14.3

小金井市 1.009 7.8 93.9 6.4 50.1 4.6

国立市 0.992 3.9 98.9 7.8 53.7 10.5

昭島市 0.973 8.0 84.6 5.4 48.2 10.6

町田市 0.934 7.6 94.3 6.9 51.6 5.2

羽村市 0.930 8.8 98.5 5.8 51.8 6.1

稲城市 0.929 3.7 91.7 7.7 48.4 14.1

小平市 0.920 9.5 82.6 5.6 46.2 8.4

日野市 0.914 10.9 94.2 7.2 51.7 5.6

八王子市 0.903 5.7 87.5 8.5 54.4 8.3

西東京市 0.878 6.7 93.3 8.3 49.8 5.6

狛江市 0.818 10.2 87.3 6.7 46.8 6.7

東久留米市 0.784 7.9 94.0 6.6 52.9 6.1

東大和市 0.783 10.8 96.7 6.7 52.5 5.0

青梅市 0.780 7.3 99.1 7.4 50.3 5.2

武蔵村山市 0.777 5.9 94.6 6.3 55.0 5.2

東村山市 0.750 7.9 94.2 8.8 49.5 10.2

福生市 0.716 8.8 88.5 3.4 45.0 9.7

あきる野市 0.689 2.9 98.8 9.7 51.6 7.5

清瀬市 0.658 10.6 93.9 8.4 52.3 7.1

資料　公益財団法人東京市町村自治調査会「市町村財政力分析指標」（令和５年度）

図表　多摩地域26市の主要財政指標



　羽村市は、江戸時代まで武蔵野の典型的な農村であり
ましたが、承応2（1653）年、4代将軍家綱の時代に羽
村を水源として、玉川兄弟により玉川上水が開削され、
活況を呈するようになりました。
　
　江戸幕府の役所（陣屋）が設けられ、多摩川の水が江
戸まで送られるようになると、江戸との交流も頻繁とな
り、玉川上水の維持・管理や改修工事の請負等で経済的
にも活性化していきました。

　

　明治22（1889）年に市町村制が施行され、当時の羽
村、五ノ神村、川崎村が合併し、現在の羽村市の前身で
ある「西多摩村」（人口3,132人、戸数501）が誕生しま
した。明治26（1893）年には神奈川県から東京府（現
東京都）に移管されました。

　

　西多摩村は、畑作を中心とした農村でしたが、明治末
期から大正、昭和初期に養蚕業が著しく発展し、その名
を全国に高めました。　
　
　戦後は、首都圏近郊農業への模索が行われる中で、人
口も増加していき、昭和31（1956）年に町制を施行し、
「羽村町」（人口10,104人、1,887世帯）が誕生しまし
た。
　
　
　

江戸時代

明治時代

大正・
昭和時代

9

▲玉川兄弟像

▲昔のまちの様子

沿革
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　その後、昭和37（1962）年に首都圏整備法による市
街地開発区域に指定され、土地区画整理事業による都市
基盤整備を進めるとともに、工場立地を促進しました。
　工場の進出に伴い、市街地が整備され、人口も急増し、
現在のような工業都市と住宅都市が調和した職住近接の
近代都市として活況を呈してきました。

　
　
　平成3（1991）年11月1日に市制を施行し、現在の
「羽村市」（人口53,381人、19,386世帯）が誕生しま
した。

　福祉や教育の分野を始め、「市」として新たに担うこ
ととなった役割を着実に果たし、自立した都市としての
基礎を築きあげ、平成23（2011）年には、市制施行20
周年を迎えました。

　

　令和３（2021）年11月、市制施行30周年を迎えまし
た。

昭和時代

平成時代

令和時代

▲生涯学習の拠点
　「生涯学習センターゆとろぎ」

▲工場進出が進むまちなみ

沿革
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Ⅱ　産業の現状
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　令和3年時点での民営事業所数は1,783事業所。平成28年から比較して161事業所（8.3％）が減少。事業所数で
は、「卸売業、小売業」「宿泊業、飲食サービス業」が多いが、従業員数では「製造業」が最も多い。

産業別事業所数・従業員数

資料　経済センサス活動調査（令和3（2019）年、平成28（2016）年）

農業，林業 2

建設業 

145

製造業 

130

電気・ガス・熱供

給・水道業 3

情報通信業 

20

運輸業，

郵便業 

51

卸売業，小売

業 356

金融業，保険

業 23

不動産業，物品賃貸業 

127

学術研究，専門・技術

サービス業 69

宿泊業，飲食

サービス業 

315

生活関連

サービス

業，娯楽

業 175

教育，学習支援業 

79
医療，福祉 

178

複合サービス事業 8

その他サービス業 

102

事業所数
1,783

産業別事業所数 産業別従業員数

農業，林業 11

建設業 798

製造業 7413

電気・ガス・

熱供給・水

道業 72

情報通信業 

165

運輸業，郵便

業 1278

卸売業，小売

業 3396

金融業，保険

業 344

不動産業，物

品賃貸業 

435

学術研究，専門・技術

サービス業 1685

宿泊業，飲食サービ

ス業 2157

生活関連

サービス

業，娯楽

業 600

教育，学習

支援業 

682

医療，福祉 

3115

複合サービス事業 314

その他サービス業 1531

従業員数
23,996
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産業別事業所数・従業者数推移

産業（大分類）
令和3 平成28 平成24 平成21

事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数

A  農業，林業 2 11 1 35 1 23 1 23

B  漁業 - - - - - - - -

C  鉱業，採石業，砂利採取業 - - 1 2 - - - -

D  建設業 145 798 158 965 174 1,044 194 1,110

E  製造業 130 7,413 144 7,921 150 9,002 175 8,386

F  電気・ガス・熱供給・水道業 3 72 2 49 3 63 3 56

G  情報通信業 20 165 17 223 19 315 25 387

H  運輸業，郵便業 51 1,278 48 1,044 43 1,027 48 1,075

I  卸売業，小売業 356 3,396 408 3,678 437 3,895 486 3,941

J  金融業，保険業 23 344 25 342 19 230 20 261

K  不動産業，物品賃貸業 127 435 123 374 139 497 145 603

L  学術研究，専門・技術サービス業 69 1,685 67 1,830 65 1,554 79 1,573

M  宿泊業，飲食サービス業 315 2,157 388 2,453 395 2,523 430 3,014

N  生活関連サービス業，娯楽業 175 600 198 721 193 701 205 887

O  教育，学習支援業 79 682 86 634 89 607 99 650

P  医療，福祉 178 3,115 168 2,946 142 2,024 148 2,006

Q  複合サービス事業 8 314 7 311 6 104 8 173

R  サービス業（他に分類されないもの） 102 1,531 98 1,301 113 1,430 109 2,043

　  全産業（Ｓ公務を除く） 1,783 23,996 1,944 24,859 1,988 25,039 2,175 26,188

資料　経済センサス活動調査

　推移では、平成28年と比較して、「製造業（14事業所、508人減）」、「宿泊業，飲食サービス業（73事業所、
296人減）、「卸売業、小売業（52事業所、282人減）」の減少数が大きくなっている。
　一方、「運輸、郵便業（3事業所、234人増）」、「医療、福祉（10事業所、169人増）」等が増加となっている。
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　東京都との従業者の構成比の比較を見ると、羽村市では「製造業」「医療、福祉」が東京都と比較して高く、
「卸売業，小売業」が低くなっている。

産業分類別の従業者数

資料　経済センサス活動調査（令和３年）

図表　産業分類別従業者数の構成比の比較（令和３年）
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　令和３年の従業者規模別事業所数は、「４人以下」が1,115事業所で全体の62.5％と最も多くなっている。
　続いて「5～9人」が258事業所で14.5％、「10～19人」が194事業所で10.9％、「20～29人」が88事業所で
4.9％となっている。

従業者規模別の事業所数

（単位：事業所、％）

従業員規模 事業所数 構成比

4人以下 1,115 62.5

5～9人 258 14.5

10～19人 194 10.9

20～29人 88 4.9

30～49人 60 3.4

50～99人 38 2.1

100人以上 30 1.7

総数 1,783 100.0

資料　経済センサス活動調査（令和３年）

図表　従業者規模別の事業所数

4人以下

11155～9人

258

10～19人

194

20～29人

88

30～49人

60

50～99人

38
100人以上

30

事業所数
1,783



17

　羽村市では、昭和30年代後半から都市基盤整備
に着手するとともに、事業所等の誘致に取り組み、
職住近接のまちづくりを進めてきたことにより、
第２次産業就業者数の比率が高く、令和２年には
27.2％（6,544人）と、全国の23.0％や東京都
の14.6％、多摩地域26市の16.4％と比較して高
くなっている。

　一方、推移をみると、第2次産業就業者数の比
率が低下傾向にある一方で、第3次産業就業者の
割合は上昇傾向にある。

産業別就業人口の推移

資料　国勢調査

図表　産業別就業人口（15歳以上）の推移
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資料　国勢調査

図表　産業別就人口割合（15歳以上）
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　第１次産業に従事する就業者の割合は
0.8％、第2次産業に従事する就業者の割合は
27.2％、第3次産業に従事する就業者の割合
は69.0%となっている。
　多摩地域26市で比較すると、羽村市の第２
次産業に従事する就業者の割合は、最も高く
なっています。一方、第３次産業に従事する
就業者の割合は、最も低くなっている。

多摩地域26市の産業別就業者の割合

市名 第1次産業 第2次産業 第3次産業 分類不能

八王子市 0.7 18.3 77.8 3.2

立川市 0.9 16.2 79.4 3.5

武蔵野市 0.4 11.5 85.1 3.0

三鷹市 0.8 12.9 83.0 3.3

青梅市 1.1 25.2 69.9 3.8

府中市 0.7 16.0 80.0 3.3

昭島市 0.6 20.4 75.3 3.7

調布市 0.6 13.0 83.2 3.2

町田市 0.7 16.5 79.1 3.7

小金井市 0.5 12.2 84.3 3.0

小平市 0.8 15.5 80.7 3.0

日野市 0.6 17.6 78.6 3.2

東村山市 0.8 16.2 79.8 3.2

国分寺市 0.8 14.1 82.0 3.1

国立市 0.7 13.9 81.8 3.6

福生市 0.5 21.2 74.7 3.6

狛江市 0.8 13.2 82.5 3.5

東大和市 0.7 18.7 77.2 3.4

清瀬市 1.5 15.6 79.1 3.8

東久留米市 1.0 16.7 78.8 3.5

武蔵村山市 1.4 24.4 69.9 4.3

多摩市 0.5 13.5 82.5 3.5

稲城市 1.1 16.6 79.2 3.1

羽村市 0.8 27.2 69.0 3.0

あきる野市 1.7 23.1 71.3 3.9

西東京市 0.6 13.5 82.8 3.1

図表　多摩地域26市の産業別就業者の割合

資料　公益財団法人東京市町村自治調査会
「多摩・島しょ地域データブック

～多摩・島しょ地域主要統計表～令和６年版」
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Ⅲ　工　業
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　羽村市の製造業事業所
数の推移をみると、令和3
年に大きく増加し、その
後は大きな増減がない状
況である。
　従業者数も令和2年以降
は増加傾向にある。

　羽村市の製造品出荷額
等の推移をみると、令和
元年に落ち込んだが、そ
の後増加している。

事業所数・従業員数推移

69 74 70 70 68 69 72 81 83 83 

7,664 7,507 

7,768 

8,417 
8,272 

7,579 
7,633 

7,824 

8,661 

8,888 

0 

50 

100 

150 

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5
6,500 

7,000 

7,500 

8,000 

8,500 

9,000 

製造業事業所数及び従業者数の推移　　（単位：事業所、人）

事業所数 従業者数

63,333,600 

67,822,211 

66,397,328 

70,909,000 
76,184,833 

60,123,895 

59,016,712 

71,671,760 

74,520,829 

71,642,192 

0 

10,000,000 

20,000,000 

30,000,000 

40,000,000 

50,000,000 

60,000,000 

70,000,000 

80,000,000 

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

製造品出荷額等の推移　　　　　　（単位：万円）

資料　工業統計調査（Ｈ２６～Ｒ３）、経済構造実態調査（Ｒ４，５）
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多摩地域26市の事業所数・従業者数、製造品出荷額等

　羽村市の製造品出荷額等は、5,901億6,712万円で、多摩地域26市の中で府中市に次いで２番目となっている。ま
た、１事業所当たりの従業者数は、多摩地域26市の中で日野市、府中市に次いで３番目となっている。従業員１人
当たりの製造品出荷額等は7,731万8,000円で、多摩地域26市の中で最も高くなっている。

製造品出荷額等
（万円）

従業者数
（人）

製造品出荷額等
（万円）

面積
（k㎡）

八王子市 468 14,506 39,854,123 2.5 85,158.4 31.0 2,747.4 186.38

立川市 78 3,929 8,662,011 3.2 111,051.4 50.4 2,204.6 24.36

武蔵野市 24 661 938,804 2.2 39,116.8 27.5 1,420.3 10.98

三鷹市 63 1,472 2,803,572 3.8 44,501.1 23.4 1,904.6 16.42

青梅市 199 7,336 15,860,097 1.9 79,699.0 36.9 2,162.0 103.31

府中市 109 12,464 69,734,774 3.7 639,768.6 114.3 5,594.9 29.43

昭島市 103 9,316 41,490,457 5.9 402,820.0 90.4 4,453.7 17.34

調布市 66 1,992 4,266,674 3.1 64,646.6 30.2 2,141.9 21.58

町田市 145 5,734 8,641,277 2.0 59,595.0 39.5 1,507.0 71.55

小金井市 14 271 393,012 1.2 28,072.3 19.4 1,450.2 11.30

小平市 53 3,047 9,431,258 2.6 177,948.3 57.5 3,095.3 20.51

日野市 49 10,792 20,389,567 1.8 416,113.6 220.2 1,889.3 27.55

東村山市 72 2,532 7,075,788 4.2 98,274.8 35.2 2,794.5 17.14

国分寺市 17 789 1,651,400 1.5 97,141.2 46.4 2,093.0 11.46

国立市 15 233 295,872 1.8 19,724.8 15.5 1,269.8 8.15

福生市 33 1,038 1,983,209 3.2 60,097.2 31.5 1,910.6 10.16

狛江市 21 402 1,505,374 3.3 71,684.5 19.1 3,744.7 6.39

東大和市 37 1,626 8,349,660 2.8 225,666.5 43.9 5,135.1 13.42

清瀬市 16 810 1,786,656 1.6 111,666.0 50.6 2,205.7 10.23

東久留米市 56 3,549 13,728,405 4.3 245,150.1 63.4 3,868.2 12.88

武蔵村山市 114 4,545 10,904,160 7.4 95,650.5 39.9 2,399.2 15.32

多摩市 27 978 3,051,615 1.3 113,022.8 36.2 3,120.3 21.01

稲城市 54 1,447 2,442,049 3.0 45,223.1 26.8 1,687.7 17.97

羽村市 72 7,633 59,016,712 7.3 819,676.6 106.0 7,731.8 9.90

あきる野市 70 1,821 3,316,611 1.0 47,380.2 26.0 1,821.3 73.47

西東京市 25 843 2,697,378 1.6 107,895.1 33.7 3,199.7 15.75

合計 2,000 99,766 340,270,515 2.6 170,135.3 49.9 3,410.7 783.96

※面積は国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」（令和７年１月１日時点）の数値です。

資料　経済センサス活動調査　製造業に関する集計（令和３年）

図表　多摩地域26市の製造業における事業所数・従業者数および製造品出荷額等の状況（令和３年）
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製造品出荷額等
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面積当たり
事業所数

（事業所／k㎡）
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区市町村別製造品出荷額等構成比
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産業分類別事業所数・製造品出荷額等・粗付加価値額

資料　経済センサス活動調査

　 事業所数 従業者数（人） 製造品出荷額等（万円） 粗付加価値額（万円）

木材・木製品製造業 1 8　X 　X

家具・装備品製造業 1 7　X 　X

パルプ・紙・紙加工品製造業 1 92　X 　X

印刷・同関連業 6 243 476,163 207,932

化学工業 4 175 1,103,597 460,066

プラスチック製品製造業 1 6　X 　X

鉄鋼業 2 110　X 　X

非鉄金属製造業 1 6　X 　X

金属製品製造業 8 82 161,395 64,715

はん用機械器具製造業 7 696 1,556,136 664,648

生産用機械器具製造業 8 304 871,066 327,000

業務用機械器具製造業 3 70 79,147 52,096

電子部品・デバイス・電子回路製造業 4 198 197,015 39,621

電気機械器具製造業 8 420 1,774,406 334,033

情報通信機械器具製造業 2 30　X 　X

輸送用機械器具製造業 10 4,800 49,681,275 15,013,363

その他の製造業 5 386 1,081,317 559,585

製造業計 72 7,633 59,016,712 17,974,037

※事業所数が１又は2のものに関する数値は、秘密保護の関係上、秘匿数値とし、「Ｘ」で表示
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Ⅳ　商　業
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　羽村市の卸売業。小売
業の商店数及び従業者数
の推移をみると、ともに
平成24年に減少傾向が底
を打ち、その後は緩やか
な増加傾向にあったが、
令和3年に再び減少してい
る。

　羽村市の年間商品販売
額の推移についても、平
成28年に増加していたが、
令和3年に減少している。

商店数・従業員数推移
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資料　経済センサス・商業統計調査
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　平成14年から令和3年までの間
の羽村市における商業の状況をみ
ると、卸売業、小売業ともに商店
数は減少傾向にある。
　平成26年以降は、緩やかに増
加していたが、令和3年は減少し
ている。

　羽村市の年間販売額についても、
卸売業、小売業ともに減少傾向と
なっている。

分類別事業所数、従業者数及び年間商品販売額の推移
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資料　経済センサス・商業統計調査

年次
総数 卸売業 小売業

商店数 従業者数 年間販売額 商店数 従業者数 年間販売額 商店数 従業者数 年間販売額

平成14年 542 4,219 134,612 85 743 68,710 457 3,476 65,902

平成16年 473 3,701 125,055 72 523 57,022 401 3,178 68,033

平成24年 319 2,582 97,409 60 459 58,422 259 2,123 38,987

平成26年 327 2,856 90,070 68 477 48,070 259 2,379 42,000

平成28年 335 2,980 115,744 68 543 60,834 267 2,437 54,910

令和3年 296 2,916 101,247 65 513 55,390 231 2,403 45,857

増減率
（H２４-R３）

-11.6% -2.1% -12.5% -4.4% -5.5% -8.9% -13.5% -1.4% -16.5%
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従業者規模別事業所数構成（商業）

資料　経済センサス活動調査（令和3年）

従業者規模別事業所数構成（卸売業・小売業）
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従業者数 事業所数 構成比

1～4人 164 46.1%

5～9人 83 23.3%

10～19人 64 18.0%

20～29人 31 8.7%

30～49人 6 1.7%

50～99人 4 1.1%

100人以上 3 0.8%

総数 356 100.0%
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　平成28年から令和3年
までの5年間における羽
村市の卸売業、小売業の
合計は、335事業所から
296事業所になり、
11.6%減少している。

　従業者数は、2,980人
から2,916人になり
2.1%減少し、
年間商品販売額は
1,157億4,400万円から
1,012億4,700万円にな
り12.5％減少している。

　平成28年から令和3年
までの間で、羽村市の年
間商品販売額が減少した
割合は高いが、多摩地域
26市全体ではほぼ横ば
いであり、多摩地域26
市中では、低い方から8
番目となっている。

多摩地域26市の事業所数、従業者数、年間商品販売額の推移　

市名
事業所数 従業者数 年間商品販売額

平成28年 令和3年 増減率 平成28年 令和3年 増減率 平成28年 令和3年 増減率

八王子市 3,302 3,044 -7.8% 35,613 36,379 2.2% 1,238,457 1,252,561 1.1%

立川市 1,434 1,475 2.9% 16,799 18,569 10.5% 798,879 810,035 1.4%

武蔵野市 1,450 1,379 -4.9% 14,580 14,644 0.4% 405,971 342,799 -15.6%

三鷹市 728 689 -5.4% 7,255 7,554 4.1% 218,458 216,528 -0.9%

青梅市 756 764 1.1% 7,026 7,799 11.0% 427,793 347,722 -18.7%

府中市 1,256 1,149 -8.5% 13,999 14,598 4.3% 529,677 563,636 6.4%

昭島市 702 617 -12.1% 7,115 7,935 11.5% 253,472 269,322 6.3%

調布市 1,104 1,082 -2.0% 11,127 13,837 24.4% 381,430 418,217 9.6%

町田市 2,261 2,141 -5.3% 23,941 24,343 1.7% 660,155 653,206 -1.1%

小金井市 494 467 -5.5% 4,955 5,058 2.1% 122,171 103,592 -15.2%

小平市 837 758 -9.4% 7,735 7,945 2.7% 198,504 206,568 4.1%

日野市 675 636 -5.8% 7,231 7,104 -1.8% 209,390 175,711 -16.1%

東村山市 630 578 -8.3% 6,160 5,892 -4.4% 144,774 139,471 -3.7%

国分寺市 561 569 1.4% 5,414 5,793 7.0% 143,589 121,404 -15.5%

国立市 441 452 2.5% 4,531 4,944 9.1% 219,341 240,146 9.5%

福生市 376 305 -18.9% 2,731 2,774 1.6% 80,054 86,159 7.6%

狛江市 342 305 -10.8% 2,616 2,813 7.5% 63,152 68,970 9.2%

東大和市 472 408 -13.6% 4,591 4,228 -7.9% 111,232 106,517 -4.2%

清瀬市 341 305 -10.6% 2,517 2,503 -0.6% 48,351 42,097 -12.9%

東久留米市 583 577 -1.0% 6,034 6,899 14.3% 208,786 188,694 -9.6%

武蔵村山市 517 479 -7.4% 4,948 5,170 4.5% 134,956 121,316 -10.1%

多摩市 706 691 -2.1% 10,770 10,751 -0.2% 503,759 486,744 -3.4%

稲城市 324 350 8.0% 3,976 4,288 7.8% 90,194 84,722 -6.1%

羽村市 335 296 -11.6% 2,980 2,916 -2.1% 115,744 101,247 -12.5%

あきる野市 479 418 -12.7% 3,395 3,385 -0.3% 67,483 57,208 -15.2%

西東京市 917 829 -9.6% 8,020 9,608 19.8% 231,114 260,152 12.6%

合計 22,023 20,763 -5.7% 226,059 237,729 5.2% 7,606,886 7,464,744 -1.9%

図表　多摩地域２６市の事業所数、従業者数、年間商品販売額推移（卸売業・小売業）　（単位：事業所、人、百万円）
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　羽村市の面積1㎢当た
りの事業所数は、29.9
事業所で、多摩地域26
市で高い方から19番目
となっている。
　面積1㎢当たりの従業
者数は、294.5人で、多
摩地域26市で高い方か
ら19番目となっている。
　面積1k㎡当たりの年
間商品販売額は、102億
2,700万円で、多摩地域
26市で高い方から13番
目となっている。

※１㎢当たりの数値算出に使
用した面積は、令和5年1月1
日現在の数値である。

多摩地域26市の事業所数、従業者数及び年間商品販売額（卸売業・小売業）

図表　多摩地域２６市の事業所数、従業者数、年間商品販売額推移（卸売業・小売業）　（単位：事業所、人、百万円）

市名 事業所数 従業者数
年間商品
販売額

1㎢当たり
面積
（㎢）事業所数 従業者数

年間商品
販売額

八王子市 3,044 36,379 1,252,561 16.3 195.2 6,720.5 186.38

立川市 1,475 18,569 810,035 60.6 762.3 33,252.7 24.36

武蔵野市 1,379 14,644 342,799 125.6 1,333.7 31,220.3 10.98

三鷹市 689 7,554 216,528 42.0 460.0 13,186.8 16.42

青梅市 764 7,799 347,722 7.4 75.5 3,365.8 103.31

府中市 1,149 14,598 563,636 39.0 496.0 19,151.7 29.43

昭島市 617 7,935 269,322 35.6 457.6 15,531.8 17.34

調布市 1,082 13,837 418,217 50.1 641.2 19,379.8 21.58

町田市 2,141 24,343 653,206 29.9 340.2 9,129.4 71.55

小金井市 467 5,058 103,592 41.3 447.6 9,167.4 11.30

小平市 758 7,945 206,568 37.0 387.4 10,071.6 20.51

日野市 636 7,104 175,711 23.1 257.9 6,377.9 27.55

東村山市 578 5,892 139,471 33.7 343.8 8,137.2 17.14

国分寺市 569 5,793 121,404 49.7 505.5 10,593.7 11.46

国立市 452 4,944 240,146 55.5 606.6 29,465.8 8.15

福生市 305 2,774 86,159 30.0 273.0 8,480.2 10.16

狛江市 305 2,813 68,970 47.7 440.2 10,793.4 6.39

東大和市 408 4,228 106,517 30.4 315.1 7,937.2 13.42

清瀬市 305 2,503 42,097 29.8 244.7 4,115.1 10.23

東久留米市 577 6,899 188,694 44.8 535.6 14,650.2 12.88

武蔵村山市 479 5,170 121,316 31.3 337.5 7,918.8 15.32

多摩市 691 10,751 486,744 32.9 511.7 23,167.3 21.01

稲城市 350 4,288 84,722 19.5 238.6 4,714.6 17.97

羽村市 296 2,916 101,247 29.9 294.5 10,227.0 9.90

あきる野市 418 3,385 57,208 5.7 46.1 778.7 73.47

西東京市 829 9,608 260,152 52.6 610.0 16,517.6 15.75

合計 20,763 237,729 7,464,744 26.8 307.1 9,643.6 774.06
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Ⅴ　農　業
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　農家総数の推移をみると、
各年減少傾向にある。
　令和2年には、94戸に減少
している。

　経営耕地面積の推移をみる
と、耕地総面積は各年減少し、
令和2年には3,027aとなって
いる。
　20年前の平成12年の耕地
総面積5,414aと比較すると
2,400a近く減少している。

※表中の平成17年は家族経営体で集計

農家数、経営耕地面積の推移

資料　農林業センサス

年次 農家総数 専業農家
兼業農家

総数 農業が主 兼業が主

昭和50年 351 37 314 60 254

昭和55年 319 29 290 39 251

昭和60年 321 21 300 40 260

平成2年 203 3 200 21 179

平成7年 145 1 144 13 131

平成12年 135
販売農家 77 11 66 13 53

自給的農家 58- - - -

平成17年 122
販売農家 70 18 52 14 38

自給的農家 52- - - -

平成22年 123
販売農家 67 17 50 9 41

自給的農家 56- - - -

平成27年 104
販売農家 58 28 30 3 27

自給的農家 46- - - -

令和2年 94
販売農家 49- - - -

自給的農家 42- - - -

年次 耕地総面積 田 畑 樹園地

昭和40年 25,253 978 19,817 4,458

昭和45年 20,848 987 17,165 2,696

昭和50年 13,064 824 8,139 4,101

昭和55年 10,793 783 6,344 3,666

昭和60年 9,395 720 5,635 3,040

平成2年 7,874 782 5,254 1,838

平成7年 5,630 730 3,896 1,004

平成12年 5,414 657 3,976 781

平成17年 3,969 443 3,081 445

平成22年 3,882 411 3,049 422

平成27年 3,226 373 2,586 267

令和2年 3,027 183 2,701 134

農家数の推移 　　　　　　（単位：戸）　

経営耕地面積の推移　　　　　　（単位：a）　



　羽村市では、経営耕地面積が0.3～0.5ha、0.5～1.0haの経営体の割合が高く、それぞれ

３１.0％、3３.3％となっている。

多摩地域26市の経営耕地面積、規模別経営体の割合　
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田 畑 樹園地
経営耕作地
なし

0.3ha未満 0.3～0.5未満 0.5～1.0ha未満 1.0～1.5ha未満 1.5～2.0ha未満 2.0～3.0ha未満 3.0～5.0ha未満 5.0～10.0ha未満 10.0ha以上

八王子市 194 20 128 46 239 3 26 70 94 22 9 8 3 3 1
立川市 168 0 145 23 187 1 25 43 62 21 13 16 5 1 -

武蔵野市 22 0 18 4 50 - 17 20 8 5 - - - - -
三鷹市 95 1 61 33 164 1 44 37 62 12 6 - 2 - -
青梅市 89 8 66 15 112 4 11 34 36 16 5 2 2 2 -
府中市 88 8 67 13 140 - 38 44 44 8 2 2 1 - 1
昭島市 18 2 13 3 38 1 10 14 11 1 - 1 - - -
調布市 61 2 54 5 111 - 24 37 40 5 2 2 - 1 -
町田市 157 7 115 35 243 2 65 68 70 22 5 7 2 2 -

小金井市 40 - 29 11 71 - 17 25 19 5 4 1 - - -
小平市 98 1 77 20 161 1 38 41 50 26 4 - 1 - -
日野市 45 5 30 10 105 1 31 36 33 4 - - - - -

東村山市 77 1 51 25 129 1 33 33 40 16 4 1 1 - -
国分寺市 87 0 71 16 114 1 18 26 41 18 6 2 1 1 -
国立市 24 4 18 2 51 1 15 14 16 5 - - - - -
福生市 4 - 4 0 13 - 9 2 1 1 - - - - -
狛江市 21 - 18 3 55 - 27 15 10 3 - - - - -

東大和市 25 0 21 4 60 1 17 18 22 2 - - - - -
清瀬市 129 - 124 5 132 - 6 19 47 42 12 4 1 1 -

東久留米市 98 0 80 18 138 1 19 33 54 19 8 2 2 - -
武蔵村山市 68 - 60 8 101 1 12 27 42 13 4 2 - - -

多摩市 14 1 9 4 23 - 6 5 7 4 - 1 - - -
稲城市 64 3 22 39 134 1 35 43 46 7 2 - - - -
羽村市 28 4 22 2 42 - 9 13 14 4 1 - 1 - -

あきる野市 87 9 68 10 129 3 14 41 46 19 3 1 2 - -
西東京市 67 - 58 9 114 - 26 29 41 10 7 1 - - -

※「-」は2、皆無又は該当数値なし
資料　公益財団法人東京市町村自治調査会「多摩・島しょ地域データブック～多摩・島しょ地域主要統計表～ 2025（令和７）年版

経営耕地総面積（ha） 経営耕地面積規模別経営体数（農業経営体）
市名
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　羽村市の経営耕地面
積規模別販売農家数を
みると、経営耕地面積
が
「0.5～1.0ha」の農
家が最も多く14戸と
なっている。
　次いで、
「0.3～0.5ha」の農
家が13戸となってい
る。

経営耕地面積規模別の販売農家数・農業産出額

9 

13 
14 

4 

1 

1 

0 2 4 6 8 10 12 14 16 

0.3ha未満
0.3～0.5ha未満
0.5～1.0ha未満
1.0～1.5ha未満
1.5～2.0ha未満
2.0～3.0ha未満
3.0～5.0ha未満

5.0ha以上

経営耕地面積規模別経営体数（農業経営体）　（単位：戸）　

資料　2025年農林業センサス調査

農業産出額　　　　　　　　　（単位：百万円）　

資料　東京都農作物生産状況調査結果報告書（令和5年産）

※グランドカバー類を除き掲載

　西多摩：青梅市、福生市、あきる野市、羽村市、瑞穂町、日の出町、奥多摩町、檜原村

区分
農業 上位5品目・構成比

産出額 1位 2位 3位 4位 5位

羽村市 162トマト ナス きゅうり パンジー・ビオラ ネギ

19% 5% 4% （苗もの）　　　　　 　4% 4%

西多摩 3,468トマト ナス ネギ きゅうり ばれいしょ

14% 6% 4% 4% 4%

東京都 25,751トマト こまつな 日本なし ナス フェニックスロベレニー

11% 7% 6% 4% （切葉）　　　　　　　　3%



15～29歳
1人（1.1%）

30～39歳
4人（4.3%） 40～49歳

6人（6.4%）

50～59歳
19人（20.2%）

60～69歳
16人（17.0%）

70～79歳
16人（17.0%）

80歳以上
32人（17.0%）
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農業就業人口の推移、年齢区分別農業従事者数、農業後継者の有無別農家数

資料　農林業センサス

資料　農林業センサス2020

181
154 170 153

120 107 94

0

50

100

150

200

H2 H7 H12 H17 H22 H27 R2

年齢区分別農業従事者数

後継者あり, 

10戸, 17%

後継者なし, 

45戸, 78%

５年以内に経

営を引き継が

ない, 3戸, 

5%

農業後継者の有無別農家数
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Ⅵ　観　光



＜入込観光客数（日帰り及び宿泊）＞

資料　西多摩地域広域行政圏協議会「令和6年度西多摩地域入込観光客数調査報告書」令和6（2025）年３月

入込観光客数（実人数・延べ人数）
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●実人数

　年間の入込観光客数（実人数）は、約3７万人と推定

されている。

　日帰り利用者数は、約35.3万人で、月別にみると、

5月が約4.86万人で最も多く、次いで11月（約4.13万

人）、10月（約4.05万人）となっている。

　宿泊観光利用者数は、約1.68千人で、月別にみると、

８月が最も多く、次いで７月、11月となっている。

●延べ人数

　年間の入込観光客数（延べ人数）は、約42万人（行

祭事・イベントを除く）と推定される。

　日帰り利用者数は、約40.3万人で、月別にみると、

５月が約5.67万人で最も多く、次いで11月（約4.8万

人）、10月（約4.66万人）となっている。

　宿泊観光利用者数は、約1.76万人で、月別にみると、

８月が最も多く、次いで７月、11月となっている。

図表　入込観光客数（実人数）（単位：人）

　 日帰り 宿泊 合計
1月 17,846 936 18,782
2月 18,970 971 19,941
3月 30,287 1,092 31,379
4月 35,558 993 36,551
5月 48,652 1,003 49,655
6月 20,430 1,014 21,444
7月 17,053 1,815 18,868
8月 27,982 1,947 29,929
9月 33,520 1,678 35,198
10月 40,545 1,797 42,342
11月 41,256 1,806 43,062
12月 21,344 1,718 23,062
合計 353,443 16,770 370,213

図表　入込観光客数（延べ人数）（単位：人）
　 日帰り 宿泊 合計

1月 19,879 981 20,860
2月 21,095 1,018 22,113
3月 34,284 1,145 35,429
4月 41,118 1,041 42,159
5月 56,652 1,052 57,704
6月 21,991 1,070 23,061
7月 18,599 1,915 20,514
8月 30,561 2,055 32,616
9月 39,764 1,759 41,523
10月 46,614 1,884 48,498
11月 48,010 1,894 49,904
12月 24,133 1,801 25,934
合計 402,700 17,615 420,315



図表　観光入込客数推定結果（述べ人数）　　（単位：人）

観光入込客数推移

資料　西多摩地域広域行政圏協議会「令和6年度西多摩地域入込観光客数調査報告書」　令和6（2025）年３月
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1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

図表　入込観光客数（延べ人数）（単位：人） 

宿泊
981 1,018 1,145 1,041 1,052 1,070 1,915 2,055 1,759 1,884 1,894 1,801 

図表　入込観光客数（延べ人数）（単位：人） 

日帰り
19,879 21,095 34,284 41,118 56,652 21,991 18,599 30,561 39,764 46,614 48,010 24,133 

19,879 21,095 
34,284 

41,118 

56,652 
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30,561 

39,764 
46,614 48,010 
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1,041 

1,052 

1,070 
1,915 
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1,759 

1,884 1,894 

1,801 

0 

10,000 
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30,000 

40,000 

50,000 

60,000 

70,000 

入込観光客数

図表　入込観光客数（延べ人数）（単位：人） 日帰り 図表　入込観光客数（延べ人数）（単位：人） 宿泊
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Ⅶ　その他



≪満足度≫

《満足》（「満足である」＋「どちらかと言えば満
足」）と回答した割合は、「㊹市の行事や観光情報、
事業者・農業者などの活動のＰＲなど、市の魅力発
信」が58.7％と最も高く、次いで「㊳農業の振興と農
地の保全」（57.4％）、「㊴観光資源の整備やイベン
トの充実など、観光事業の活性化」（53.9％）と続い
ている。

《不満》（「どちらかと言えば不満」＋「不満であ
る」）と回答した割合は、「㊲商業の活性化や魅力あ
る商業環境づくり」が44.8％と最も高く、次いで「㊶
雇用機会の創出」（39.1％）、「㊴観光資源の整備や
イベントの充実など、観光事業の活性化」（37.4％）
と続いている。

　
≪重要度≫
　《重要》（「重要である」＋「どちらかと言えば重
要」）と回答した割合は、「㊲商業の活性化や魅力あ
る商業環境づくり」が81.8％と最も高く、次いで「㊳
農業の振興と農地の保全」（78.2％）、「㊶雇用機会
の創出」（77.6％）と続いている。

《重要でない》（「どちらかと言えば重要でない」＋
「重要でない」）と回答した割合は、「㊴観光資源の
整備やイベントの充実など、観光事業の活性化」が
21.7％と最も高く、次いで「㊹市の行事や観光情報、
事業者・農業者などの活動のＰＲなど、市の魅力発
信」（16.5％）、「㊳農業の振興と農地の保全」
（11.0％）と続いている。

図表　市の取組に対する満足度・重要度　コンセプト４：にぎわいを創る

市政世論調査 【市民生活・産業の分野】の満足度
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　民営事業所の開業・廃業

の動向を見ると、年平均開

業数74事業所に対し、年平

均廃業数108事業所と、開

業する事業所を廃業する事

業所が大きく上回る状況に

ある。

　開業率（※）は全体で

3.8％であり、産業分類別で

は「農林漁業」「情報通信

業」「電気・ガス・熱供

給・水道業」で高くなって

いる。

　廃業率（※）は全体で

5.6％であり、産業分類別で

は「農林漁業」「教育，学

習支援業」「報通信業」

「宿泊業，飲食サービス

業」で高い。

　増減率（開業率3.8％－廃

業率5.6％）は、全体で

1.8％の減少となっている。

民営事業所の開業・廃業の動向

図表　民営事業所の開業・廃業の動向　　　　　（単位：事業所、％）　

産業（大分類）
各調査時点の事業所数 調査時点間の事業所数変化

年平均
開業数

年平均
廃業数

開業率 廃業率 増減率
平成28年 令和3年 存続 新設 廃業

農林漁業 1 2 1 1 1 0 0 20.0 20.0 0.0

鉱業，採石業，砂利採取業 1 0 0 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0

建設業 158 145 114 31 45 6 9 3.9 5.7 -1.8

製造業 144 130 114 16 28 3 6 2.2 3.9 -1.7

電気・ガス・熱供給・水道業 2 3 2 1 0 0 0 10.0 0.0 10.0

情報通信業 17 20 10 10 6 2 1 11.8 7.1 4.7

運輸業，郵便業 48 51 36 15 10 3 2 6.3 4.2 2.1

卸売業，小売業 408 356 298 58 113 12 23 2.8 5.5 -2.7

金融業，保険業 25 23 17 6 7 1 1 4.8 5.6 -0.8

不動産業，物品賃貸業 128 127 98 29 32 6 6 4.5 5.0 -0.5

学術研究，専門・技術サービス業 67 69 48 21 20 4 4 6.3 6.0 0.3

宿泊業，飲食サービス業 388 315 253 62 137 12 27 3.2 7.1 -3.9

生活関連サービス業，娯楽業 198 175 148 27 51 5 10 2.7 5.2 -2.4

教育，学習支援業 86 79 57 22 32 4 6 5.1 7.4 -2.3

医療，福祉 168 178 135 43 33 9 7 5.1 3.9 1.2

複合サービス事業 7 8 8 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0

サービス業（他に分類されない
もの）

98 102 74 28 26 6 5 5.7 5.3 0.4

全産業（S_公務を除く） 1,944 1,783 1,413 370 541 74 108 3.8 5.6 -1.8

※開業率・廃業率

　一定の期間中に新規開業（廃業）した事業所数の年平均を、その期間の初めに存在していた総事業所数で割った比率の

こと。（開廃業率の算出方法は、中小企業庁「中小企業白書」に準じている。

※表中の調査時点間の事業所数の変化にある存続・新設・廃業は、平成28年経済センサス基礎調査と令和3年経済センサ

ス活動調査間における変化の数値となっている。



　羽村市、青梅市、福生市、あきる野市及び西多摩郡を管轄している青梅公共職業安定所の有
効求人倍率を見ると、2025（令和７）年度は1.02で、東京都、全国と比較して低い水準と
なっている。

　また、2022（令和４）年度の1.06を超えたが、そのほかの年度では1.0を下回る水準で
あった。

資料　青梅公共職業安定所提供資料
※新規学卒者を除き、パートタイムを含む。

（単位：倍）　

有効求人倍率推移
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年　　度 2020
令和２年

2021
令和３年

2022
令和４年

2023
令和５年

2024
令和６年

2025
令和７年

全国 1.10 1.16 1.31 1.29 1.25 1.20 
東京都 1.27 1.22 1.60 1.78 1.76 1.72 
青梅公共職業安定所管内 0.88 0.91 1.06 0.91 0.94 1.02 



産業支援機関ネットワーク

行政、商工会、金融機関、産業支援機関、産業団体との情報共有・意見交換会によるネットワーク

の強化を図り、行政支援策・金融支援策・業界動向等を共有する。

羽村市 羽村市商工会

金融機関
市内産業団体

士業（専門家）ネットワーク

広域産業支援機関

西武信用金庫 羽村支店
西武信用金庫 小作支店
青梅信用金庫 羽村支店
多摩信用金庫 羽村支店
山梨中央銀行 羽村支店
西多摩農業協同組合 本店
㈱日本政策金融公庫立川支店

東京信用保証協会立川支店

(一社)羽村市観光協会
羽村市商業協同組合
羽村市農業団体協議会

羽村市農業後継者クラブ

東京都中小企業振興公社多摩支社
(一社)首都圏産業活性化協会

弁護士

税理士
中小企業診断士
社会保険労務士

羽村地域
産業振興懇談会
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